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資料２－１



１．基本的な考え方

２



１－１．行政手続部会における検討状況

• 規制改革推進会議行政手続部会において、重点分野の一つとして、「社会保
険に関する手続」が位置づけられている。

• 事業主が行う、各種届出書について、以下の「行政手続簡素化の３原則」に
沿って、取組を検討しているところ。
① 行政手続の電子化の徹底（デジタルファースト原則）
→電子化が必要である手続については、添付書類も含め、電子化の徹底
を図る。
② 同じ情報は一度だけの原則（ワンスオンリー原則）
→事業者が提出した情報について、同じ内容の情報を再び求めない。
③ 書式・様式の統一
→同じ目的又は同じ内容の申請・届出等について、可能な限り、同じ様
式で提出できるようにする。

• 上記の実施に当たっては、社会保険、労働保険のデジタル化、オンライン申
請を拡充していく。その際は、事業主のニーズや、手続の特性に応じて、き
め細やかに対応していくことが必要。
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１－２．社会保険関係の電子的申請について
• 社会保険関係の申請において、e-govでの電子申請（オンライン申請）の利
用率は10%強程度。一方で、CD-RW等の磁気媒体を活用した媒体申請を含
めた利用率は全体の50％程度。

• 社会保険の算定基礎届・賞与支払届等の媒体申請では、日本年金機構から事
業所に送る媒体にあらかじめ被保険者の整理番号や氏名等が入力されており
（ＴＡ（ターンアラウンド）媒体方式）、事業主は報酬額のみを記載すれば
足り、利便性が高い。

（参考：主要な７手続）
◇雇用保険
・資格取得届
・資格喪失届

◇社会保険
・標準報酬月額算定基礎届
・報酬月額変更届

・資格取得届
・資格喪失届
・賞与支払届

【ＴＡ媒体方式のイメージ】

年金機構

【ＣＤ－ＲＷ】

①被保険者の基本情報などを
あらかじめ入力したＴＡ媒体を
送付※

②報酬額など必要最低限
の情報のみ追記して返送
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【主要な７手続の申請利用率の推移】

事業主
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※事業主が希望する場合は紙媒体を送付



（参考）小規模事業所の届出書の例
・小規模の有限会社（従業員３名）の事業主から届け出られた算定基礎届の実例。
・例のとおり、記載内容は極めて限られており、電子媒体や電子申請による手続を積極的
に導入しようという判断が働かないものと考えられる。
・日本年金機構が把握している情報はあらかじめ印字して郵送している。(赤枠で囲んだ部分)

算定基礎届（例）
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１－３．社会保険関係の紙媒体申請について
• 社会保険関係の手続きに関しては、約４割強が紙媒体であるが、その要因は
以下のとおり。
① 社会保険の適用事業所は、規模の小さい事業所が多く（10人未満で約８割）、
届出の頻度・件数が少ないほか、経営者自身が高齢である場合もあり、事業
主にとっては、紙媒体の方が申請しやすい場面がある。
② 社会保険の新規適用届等は、オフィス環境が整ってない、初めての経験で
あり、対面での手続きを希望する事例もある等により電子申請や電子媒体
による届出が難しいケースも考えられる。

【厚生年金適用事業所の多くは小規模事業主】 ○届出の頻度・件数が少ない
○電子申請のやり方が
分からない
○電子認証のコスト発生が
負担
○紙の方が慣れてて早い

【小規模・高齢の事業主】

６

※実際の届書（算定基礎届）の例は次ページ

従業員規模 実数 構成割合

10人未満 1,577,156 77.3%
５人未満 1,204,666 59.1%
５～９人 372,490 18.3%
10人以上 461,357 22.6%

内
訳



２．事業主が提出する
届出書について
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２－１．事業主が提出する届出書
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• 事業主が日本年金機構に対して提出する届出書について、次の①及び②に基づき、３グループに分類
する。
①届出書提出のきっかけとなる事象の発生頻度
②届出書の対象となる人数

【グループ①】
• 基本的に提出が１回限りの書類であり、実績において、紙での届出書が大半を占めている。
• 新規適用届は、事業所が厚生年金の適用を受けるための手続である。今後、手続を行う事業所の多く
は、（ア）法人設立後、間もない事業所、（イ）現在、社会保険に未加入である事業所、が想定され、
「社会保険の加入状況に係る実態調査」の結果では、未加入事業所の平均被保険者相当数は２．３人
と小規模であることを踏まえると、電子申請や電子媒体による届出に必要な事務環境の整備が不十分
な状況（オフィス立ち上げ直後でネット環境がない、担当者の経験がない、小規模事業所であるため事務機器未整備等）と推
測される。

• 被保険者の資格取得届や資格喪失届については、実績としては、電子媒体・電子申請の利用率は向上
してきている状況にある。

【グループ②】
• 多くの従業員を対象に、比較的、特定の時期に提出する書類であり、実績を見ても、電子媒体・電子申
請の普及が見られる。

• これまでの取組として、届出書（紙媒体）とCD/DVD（磁気媒体）のどちらの申請方法であっても、被
保険者氏名等を予め記載した所定様式を事業所に配布し、新たに申請する情報（各被保険者の４月から
６月までの報酬や、新たに被保険者となった者の全ての情報）のみ記入し、日本年金機構に送付する
方式（ＴＡ方式）をとっている。

【グループ③】
• 少数の人数について、（不定期に）何度も提出する書類であり、実績を見ても、紙での届出書が大半
を占めている。



２－２．社会保険関係届書に係る提出方法別件数・割合

9※氏名変更届・住所変更届については、住民基本台帳情報の活用により届出を省略予定。

紙 CD／DVD 電子 紙 CD／DVD 電子

156,691 0 5,901 162,592 257,557 0 7,434 264,991

96.37% 0.00% 3.63% 100.00% 97.19% 0.00% 2.81% 100.00%

50,548 0 748 51,296 46,321 0 832 47,153

98.54% 0.00% 1.46% 100.00% 98.24% 0.00% 1.76% 100.00%

5,202,077 892,804 853,407 6,948,288 4,960,031 917,883 1,101,374 6,979,288

74.87% 12.85% 12.28% 100.00% 71.07% 13.15% 15.78% 100.00%

4,730,653 793,074 750,257 6,273,984 4,248,512 701,183 885,538 5,835,233

75.40% 12.64% 11.96% 100.00% 72.81% 12.02% 15.18% 100.00%

16,148,423 15,658,141 2,916,600 34,723,164 16,171,540 15,519,428 3,857,966 35,548,934

46.51% 45.09% 8.40% 100.00% 45.49% 43.66% 10.85% 100.00%

20,934,108 31,702,235 5,362,271 57,998,614 20,462,365 30,890,420 7,042,532 58,395,317

36.09% 54.66% 9.25% 100.00% 35.04% 52.90% 12.06% 100.00%

443,821 0 32,494 476,315 376,888 0 40,835 417,723

93.18% 0.00% 6.82% 100.00% 90.22% 0.00% 9.78% 100.00%

1,915,059 628,398 274,104 2,817,561 1,697,077 554,315 322,512 2,573,904

67.97% 22.30% 9.73% 100.00% 65.93% 21.54% 12.53% 100.00%

3,542,730 7,853 233,472 3,784,055 3,270,298 12,399 294,449 3,577,146

93.62% 0.21% 6.17% 100.00% 91.42% 0.35% 8.23% 100.00%

295,104 0 295,104 298,107 0 13,318 311,425

100.00% 0.00% 0.00% 100.00% 95.72% 0.00% 4.28% 100.00%

729 0 729 404 0 33 437

100.00% 0.00% 0.00% 100.00% 92.45% 0.00% 7.55% 100.00%

73,147 0 73,147 79,024 0 2,451 81,475

100.00% 0.00% 0.00% 100.00% 96.99% 0.00% 3.01% 100.00%

394,700 0 394,700 407,139 0 18,235 425,374

100.00% 0.00% 0.00% 100.00% 95.71% 0.00% 4.29% 100.00%

平成27年度（件）
合計

平成28年度（件）（２月末）
合計

資格取得届

資格喪失届

算定基礎届

賞与支払届

住所変更届

育児休業等終了時報酬月額変

更届

育児休業等取得者申出書

産前産後休業取得者申出書

産前産後休業終了時報酬月額

変更届

グループ①

グループ②

グループ③

新規適用届

適用事業所全喪届

被扶養者（異動）届

氏名変更届
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